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研究成果の概要（和文）：本研究はハーグリーブスとフーランによるプロフェッショナル・キャピタルの枠組み
に従い、学校の人的資本、社会関係資本、意思決定資本が授業研究を通じて組織的に変容する構造を分析した。
授業研究の手法は様々提案されているが、いずれの手法においても鍵となるのは教師の省察の深さと教師エージ
ェンシーである。本研究では教師集団がエージェンシーを発揮することと省察を深めることが相互に影響し合う
状況を意思決定資本とし、社会関係資本、人的資本と循環しながら拡大している枠組みを設定し、教育委員会の
指導行政を通じて学校のエージェンシーが発揮され、社会関係資本が増大すると同時に校内の省察水準が深まる
事例を複数分析した。

研究成果の概要（英文）：Following Hargreaves and Fullan's framework of professional capital, this 
study analyzes the structure of the organizational transformation of schools' human capital, social 
capital, and decisional capital through lesson study.
Various methods of lesson study have been proposed, but the key to any of them is the depth of 
reflection and agency of the teacher. In this study, we set up a framework in which the situation in
 which teachers' agency and the deepening of reflection mutually influence each other is defined as 
decisional capital, which is expanded in a cyclical manner with social capital and human capital. We
 analyzed cases in which school agency was exercised through the coaching by the educational 
committee, and at the same time, the level of reflection within the school was deepened.

研究分野：教育経営学

キーワード： エージェンシー　リフレクション　省察　ソーシャルキャピタル　社会関係資本　組織開発　教育委員
会　指導主事
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研究成果の学術的意義や社会的意義
授業研究については教授学に焦点を当てたものと、それを技術的省察に偏ると批判して子どもの学びに焦点を当
てたものに大別することができる。これまではこの二つの立場は対立概念でとらえられていたが、本研究の枠組
みを使用するといずれの立場においても省察水準を深めることが重要と解釈可能になる。
また、教育委員会の指導行政は学校の主体性を阻害するという文脈で批判する先行研究が見られるところだが、
本研究の枠組みを使用すると、学校のエージェンシーと省察を促進する文脈において教育委員会の指導行政は有
効に働く、と解釈することが可能になる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
授業研究は今や世界的に広がっている学校の組織開発及び教師の力量向上に資するプログラ
ムであるが、その手法は多岐にわたり、どのような手法が有効なのか、議論が続いている。本研
究はプロフェッショナル・キャピタルの枠組みを使用することで授業研究により学校組織にど
のような変容がもたらされるのかを明らかにすることで、授業研究の多様性を解釈する視点を
提供しようとした。 
 
２．研究の目的 
本研究は授業研究を通じて教師の力量が向上し学校が組織的に変容する構造を、プロフェッ
ショナル･キャピタルの枠組みを使用して解明することを目的としている。プロフェッショナル･
キャピタルとは、教師の力量を教師個人の知識や実践場面で働く技能面と同時に教師を取り巻
く集団の両面からとらえる枠組みである。 
ハーグリーブスはフーランとの共著により『プロフェッショナル・キャピタル』を 2012年に
刊行した（邦訳『専門職としての教師の資本』2022年）。学校
教育及び授業を改善していく基盤としての資本をプロフェッ
ショナル・キャピタル（専門職資本）と命名し、ヒューマン・
キャピタル（人的資本）、ソーシャル・キャピタル（社会関係資
本）、ディシジョナル・キャピタル（意思決定資本）の三者の融
合で構築されると考えている。 
人的資本、社会関係資本、意思決定資本の関連構造は、図の
ように示されている。三つの資本が相互に関連しあい、循環・
共有されながら蓄積していくことで全体の資本が増大してい
くイメージである。『プロフェッショナル・キャピタル』は意思
決定資本の例としてアクションリサーチのみを取り上げてい
るが、『協同的専門職』では香港の授業研究が紹介されており、
授業研究を意思決定資本の具体的な場としてとらえていいであ
ろう。 
授業研究は意思決定資本の場と言えるが、同時に人的資本や社会関係資本の場とも言える。授
業研究で教師個人の授業力量が育まれるし、教師集団の同僚性を育むこともできるからである。
本研究が意思決定資本としての授業研究に注目しているのは、共同省察の場としての性質であ
る。社会関係資本や人的資本は共同省察を促進する条件となったり共同省察により増大したり
するものととらえる。 
 
３．研究の方法 
本研究は、開始当初は量的調査を想定していたが、事例調査で研究を進めることとした。その
前に、授業研究を巡る二つの立場を検証した。 
佐藤学は教材解釈と発問技術を議論してきた旧来の授業研究を「技術的実践を志向する授業
の科学」と表現している。対して佐藤が提起した新しい授業研究は「反省的実践を志向する授業
の探究」であり、教材解釈や指導計画よりも授業の中で生起している教師と子どもの関係、子ど
もの学びの事実を読み取り、省察することを重視している。 
佐藤学による授業研究批判とその後の流れを分析した石井英真は「「実践の理論化」をめざし
た教授学研究の系譜は、（略）授業研究や教育方法学の歴史から忘却される」こととなり、「教え
ることから学ぶことへという二項対立図式と「学び」の一面的強調によって「教えること」を対
象化する理論的関心や教えるという営みの主体性や規範性への問いはタブー視され、空洞化す
ることになった」と批判している。石井は 2020 年『授業づくりの深め方』を刊行し、教授学で
積み重ねられてきた教師主語による授業改善の視点の意義を再提案している。 
両者の先行研究を併置すると、教授学に焦点化した検討でも子どもの学びに焦点化した検討
でも、いずれも意思決定資本を高めることは可能と考えられる。そこでバンマネンの省察論で両
者の意義を説明することとした。 
マックス・バンマネン(1977)は、省察を技術的省察、実践的省察、批判的省察の 3段階に区分
している。技術的省察とは、ある目的を達成するために、汎用的な原則を技術的に応用すること
である。ところが実践の場では相反する原則が存在し、複数の技術的勧告が可能な場合が多い。
そこで教育上の意思決定を行う際には、本人の教育経験の解釈的理解を元に実践的な選択を行
うこととなる。そこで働くのが実践的省察になる。実践的省察とは、個人的な体験、認識、信念
等を分析し、実践的な行動を方向付けることである。実践的省察の背後には教育目標や教育経験
が存在している。それらの価値を深く考え、その背後にある社会的な制約やイデオロギーを批判
的に省察するのが批判的省察である。以上のバンマネンの枠組みを参考に、本書における省察類
型を以下のように考えてみた。 
前節で考察した授業研究の二つの立場にバンマネンの省察三段階論を加えると、下図のよう

木村優「専門職の資本とその要素」 
『教師としての専門職資本』p223 

 



に整理することができる。佐藤学が批判した授業研究は、教師主語による授業改善自体の問題で
なく、教師主語による授業改善が技術的省察レベルにとどまっていることが問題なのである。石
井英真が依拠する伝統的な教授学は、いずれも省察のレベルが批判的省察の水準まで高められ
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究では、省察の段階を深めるためにエージェンシーの視点を取り入れることとした。エー
ジェンシーとは主体性と似た文脈で使用される概念であり、既存の社会的文脈の中で主体的に
問題解決に取り組む姿勢をエージェンシーと称している場合が多い。教師の主体性は、これまで
教師の自律性の文脈で語られてきた。プリストリー(2015)は自律性だけではエージェンシーは
達成できないし、目標やプロセスを示す外部の施策によってエージェンシーが形成されること
をもって、エージェンシーは自律性と異なると説明している。カルバート(2016)は教師に研修の
ための権限を与えることが力量向上のすべての課題を解決するわけではないとしている。カル
バート(2016)は、教師エージェンシーを教師が職能成長に向けて目的意識をもって構造的に努
力する能力であり、同僚の成長にも寄与すると定義した。カルバートの分析によると、教師のエ
ージェンシーを尊重する校長のリーダーシップ、教師のネットワーク、小さな改善から始めて教
師が意義があるかを認識することが教師のエージェンシーと職能成長に影響している。エージ
ェンシーを巡る以上の先行研究の指摘から、省察を深めることとエージェンシーは相互に影響
し合う関係にあるといえる。 
以上に考察したプロフェッショナル・キャピタル（専門職資本）、省察とエージェンシーの関
連構造を図示すると下のようになる。学校の中では個々の教師の力量など人的資本と人間関係
を主とする社会関係資本が絡み合いながら教師集団を形成するが、教師集団が成長するために
は授業研究やカリキュラム・マネジメントなどの集団意思決定場面が重要な役割を果たす。集団
意思決定においては、個々の教師のエージェンシー、教師集団のエージェンシーを基盤に、個々
の教師、教師集団が省察を深めていく。省察の積み重ねがエージェンシーを増大することもある
し、社会関係資本を増大することもある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
上記の枠組みを使用し、事例校（Ｍ市立Ｍ小学校）を分析することとした。この学校はＹ校長
が 2018 年度から 3年間勤務している間に、全国学力調査及び市が独自に実施している学力調査
の成績が大幅に改善した。その要因として校長が教師エージェンシーを尊重するリーダーシッ
プを発揮し、ミドルリーダーが活躍したこと、学年集団の共同エージェンシーが機能していたこ
と、それらの背後に市教育委員会の学校エージェンシーを尊重した支援体制が存在していたこ



とが考えられる。 
Ｍ市教育委員会は 2019 年度から市の学校訪問体制を変更した。それ以前から計画的な訪問は
実施していたが、その回数を年 3回に増やし、指導主事複数名による訪問を行うこととした。訪
問にあたっては校長に学力向上に焦点化した学校経営計画の提出を求め、その学力向上策が実
施できているかどうかという観点で学校を訪問して指導するようにした。学校経営に関する指
導を行うために退職校長を首席指導主事として雇用し、現職教師から異動してきた指導主事と
一緒に学校を訪問するようにした。 
首席指導主事もＹ校長も、学校が変容したのはＹ校長3年目の2020年度であると語っている。
それは 2019 年度における訪問で授業内容について指導を受けたことを契機としている。Ｍ市で
は毎日 10 分から 15 分の短時間に基礎学力の向上を目的とした学習を帯学習と称して実施して
いるのだが、その実施内容が揃っていないことについて指摘を受けた。 
Ｙ校長は指導内容をそのまま教員に伝えるのでなく、各学年会で協議するように促した。学年
会では、強制的に帯学習の内容を揃えるのでなく、各クラスの実施内容を報告し合うことで、一
週間を通せば実施内容が共通するシステムを構築した。学年会がそのような協議を実施できた
のは、Ｙ校長が赴任以来学年会を定期的に開催するように促し、学年会の決定内容を尊重してき
たことが影響している。教育委員会訪問で指摘を受けたのは帯学習に関することだけであった
が、それを受けたＹ校長の対応を通じてＭ小学校の教員間の組織文化がより緊密となり、各教師
の授業内容も改善されていった。 
 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
このたびの作業を通じ、本研究の枠組みを使用すれば、あらゆる授業研究の場面をエージェン
シーと省察の往還を中心に、それが社会関係資本や人的資本とどう影響し合っていったかを分
析することが可能であることが明らかになった。研究期間の限界から、授業研究の類型別の事例
分析まではできなかったが、この枠組みは有効に機能すると予想している。 
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